
証券コード：6875
2023年５月25日

株 主 各 位
大阪市淀川区宮原一丁目１番１号

株 式 会 社 メ ガ チ ッ プ ス
代表取締役社長 肥 川 哲 士

第33期定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項のうち交付書面に記載しない事項

第33期定時株主総会の招集に際して、次に掲げる事項につきましては法令及び当社

定款第14条第２項の規定に基づき、株主様に交付する書面への記載を省略しておりま

す。なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆

様に電子提供措置事項から次に掲げる事項を除いたものを記載した書面を一律でお送

りいたします。

１．第33期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告のうち次に掲げる

事項

① 企業集団の現況のうち、次の項目

主要な事業内容、主要な事業所、使用人の状況、主要な借入先の状況

② 会社の現況のうち、次の項目

会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する

基本方針

２．第33期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）連結計算書類の連結注記表

３．第33期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類の個別注記表

以 上
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事 業 報 告

（ 2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

１．企業集団の現況
（1）主要な事業内容（2023年３月31日現在）

当社グループは、当社（株式会社メガチップス）及び子会社６社、関連会社２

社により構成されており、独自のアナログ・デジタル技術をベースとしたLSIの設

計、開発から生産までトータルソリューションを提供しております。

主な製品は、ゲーム機等エンターテインメント機器向けLSI、デジタルカメラ向

け等画像処理用LSI、事務機器向けLSI及び有線通信向けアナログフロントエンド

LSIであり、当社及び当社の子会社において製品の設計・開発を行い、国内外の大

手ファウンドリーに製造委託し、当社及び当社の子会社から販売しております。

（2）主要な事業所（2023年３月31日現在）

① 当社

株式会社メガチップス
本社（大阪市淀川区宮原一丁目１番１号）
東京事業所（東京都千代田区一番町17番地６）
開発解析センター（東京都江東区新木場二丁目３番８号）

② 子会社

信芯股份有限公司
（MegaChips Taiwan Corporation）

本社（台湾台北市）

MegaChips LSI USA Corporation 本社（米国カリフォルニア州キャンベル）

（3）従業員の状況（2023年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

327名 16名減

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

318名 13名減 43.8歳 10.1年
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（4）主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

該当事項はありません。

なお、当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と総

額260億円の当座貸越契約を締結しております。

２．会社の現況
（1）会計監査人の状況

① 名称 有限責任 あずさ監査法人

② 報酬等の額

区 分 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 70,180千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

70,780千円

（注）１．当社の子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれら
の資格に相当する資格を有するものを含む。）の計算関係書類（これに相当するものを含
む。）の監査（会社法又は金融商品取引法（又はこれらの法律に相当するものを含む。）の
規定によるものに限る。）を受けております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査
の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額で記載
しております。

３．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、会計監査人の職務執行状況や監査計画の内容等を確認し、検討した結果、会計監
査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

③ 非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して連結計算書類及び監査報告書の英文翻訳の確認

作業を委託し、その対価を支払っております。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

当社都合の場合の他、当該会計監査人が、法令に違反・抵触した場合又は公

序良俗に反する行為があったと会社が判断した場合、当社監査役会はその事実

に基づき当該会計監査人の解任又は不再任の検討を行い、解任又は不再任が妥

当と判断した場合は、「会計監査人の解任又は不再任」に関する議案の内容を決

定いたします。
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（2）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の

とおりであります。

〔内部統制システムの整備〕

当社は、取締役会が決定した「メガチップスの内部統制システムの基本方針」

に基づいて内部統制システムの整備・運用を行います。取締役会は、定期的に内

部統制システムの運用状況を確認し、これを監督します。

〔業務の適正を確保するための体制〕

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

経営の透明性と客観性、取締役及び執行役員等の職務執行の適法性を確保す

るための牽制機能を期待し、独立性のある社外取締役及び社外監査役を積極的

に招聘し、外部の観点から業務執行の監視を行います。

代表取締役社長は、コンプライアンスが企業活動の前提であることの周知徹

底を図るとともに、内部統制システムの整備・運用とそれらの機能向上に継続

的に取り組み、適正な業務執行が行われる社内環境作りを推進します。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社においては、社内の文書保存に関するルールを定めた規程等に基づいて、

役員及び従業員の職務や業務執行に関する情報を保存し、管理します。また、

役員及び会計監査人からの、業務執行状況の把握や監査に関する情報収集のた

めの閲覧要請に、随時対応できる体制を整備します。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営に重大な影響を与える可能性のあるリスクを適時適切に認識し、リスク

の評価、対処を行うため、ルールに基づいてリスク管理を推進します。内部監

査部門は、各部門の業務執行及びリスク管理状況について、定期的に適切性、

有効性、効率性の評価を行うとともにリスクの把握と改善に向けた指示や提言

を行います。

また、経営に重大な影響を与える事象が発生した場合の、情報流通の仕組み

を規程に定め、適切に情報開示が行われる体制を整備します。さらに、不正行

為等の早期対応を図るため、通報者の保護を確保した内部通報制度を整備しま

す。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

業務執行ラインにおいては、統制と監視が適切に機能する体制作りを以下の

とおり行い、取締役の職務執行の効率性を確保します。

イ．業務分掌、権限、会議体に関する規程を定め、取締役及び従業員の職務権

限の行使及び意思決定が、ルールに基づいて適正かつ効率的に行われる組織

体制を整備します。

ロ．代表取締役社長は、当社の経営理念、経営原則、行動指針等、また、会社

が掲げたミッションを役員及び従業員と共有し、これに基づいた組織運営を

行います。

ハ．代表取締役社長は、全社的な目標を年度ごとに中期経営計画として定め、

目標達成への意識向上を図ります。また、中期経営計画を具体化するため、

毎年度、事業部門ごとの業績目標と予算を策定し、経営資源の配分を決定し

ます。

ニ．取締役による意思決定・監督と業務執行の分離により取締役会の機能向上

を図るため、執行役員制度を採用し、効率的な組織運営を行います。

⑤ 従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

業務執行ラインから独立した監視体制を以下のとおり整備し、従業員の職務

執行の適法性を確保します。

イ．従業員等が、業務遂行上のリスクやその兆候、従業員等による不正行為等

を発見したときに、直接的に情報提供を行うことのできる制度として内部通

報制度を整備します。なお、当該制度は、規程により通報者に対する不利益

な取扱いを禁止して運用します。

ロ．内部通報制度を通じて情報提供を受けたときは、規定に基づいて事実関係

の調査を行い、必要に応じ法令違反行為等の停止勧告を行い、再発防止策の

検討を行うこととします。

ハ．法令違反行為等が認められた場合は、取締役社長にその原因や再発防止策

の報告を行います。

⑥ 当社並びにその親会社及び子会社等から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

子会社等を含むグループ全体を内部統制システムの適用範囲として、業務の

適正化を図ります。各子会社等からの報告により、業務執行状況、財務状況等

を定期的に把握し、当社の取締役会、経営会議において業務の適正性を確認し

ます。

また、内部監査部門が定期的に子会社等の内部監査を実施し、コンプライア

ンス上の問題や業務執行上の問題の把握に努めます。
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⑦ 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該

従業員に関する事項、当該従業員の取締役からの独立性に関する事項

監査役・監査役会を補助すべき従業員は常設していませんが、業務監査実施

前に協議を行い対応します。また、監査役からの要請に応じ、会計監査人又は

外部の専門家による助言を得る機会の提供や、監査業務において従業員に指

示・命令できる体制を確保します。監査役から指示・命令を受けた従業員に対

しては、監査の対象となる当事者からの独立性に十分配慮します。

⑧ 取締役及び従業員が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告

に関する体制

取締役及び従業員は、監査役の職務遂行に必要な事項について情報提供を求

められた場合、速やかに当該情報を報告します。また、監査役が取締役会等の

重要な会議において、法定の事項に加え、内部監査の状況、取締役及び従業員

の法令等の遵守状況、会社経営や事業運営に与えるリスクに関する重要な情報

等を入手できる機会を確保します。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役の監査の実効性を高めるため、監査役が代表取締役社長及び会計監査

人との間で定期的に意見交換を行う機会や、監査役の要請に応じて、業務の執

行状況を執行役員等から聴取する機会を確保します。また、内部監査部門から

内部監査結果や内部監査の実施状況等の報告を受けることにより、業務執行の

適正性及び法令等の遵守状況の確認を行います。

〔業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要〕

・ 当社は、業務の適正を確保するための体制について、取締役会で決議された

「メガチップスの内部統制システムの基本方針」に基づき、当社及び子会社等の

内部統制システムを整備・運用しております。

・ 当社では、内部統制システムの整備・運用状況を合法性と合理性に基づいて

検証・評価するために、業務執行ラインから独立した代表取締役社長直轄の組

織として、内部監査部を設置しております。

内部監査部は、当社及び子会社等の業務全般を対象として、内部監査の実施

計画を立案し、内部監査活動を行っております。活動においては、監査役及び

会計監査人と適宜に協議・連携し、効果的な監査の実施に努めております。
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・ 内部監査の活動状況及び結果については、週次・月次をベースとし、適宜に

代表取締役社長に報告されております。特に、毎期の内部統制の評価状況及び

業務監査の実施結果などについては、取締役会に報告することを義務付けてお

ります。

（3）会社の支配に関する基本方針

当社は、会社の支配に関する基本方針は定めておりませんが、買収防衛策や濫

用的買収者から株主の皆様の利益を守ることは会社の経営上重要な事項として認

識しており、最近の企業買収動向につきまして常時情報を収集しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社

・主要な連結子会社の名称 順盈投資有限公司、信芯股份有限公司、

MegaChips LSI USA Corporation、MegaChips

VC USA LLC、MegaChips VC2 USA LLC、LDVP

MCC Co-Investment Fund, L.P.

・連結の範囲の変更 MegaChips VC2 USA LLC及びLDVP MCC Co-

Investment Fund, L.P.を新たに設立したた

め、当連結会計年度より連結の範囲に含めて

おります。

② 非連結子会社の状況

非連結子会社はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 １社

・主要な会社等の名称 SiTime Corporation

・持分法の適用の手続について

特に記載すべき事項

SiTime Corporationの決算日は12月31日であ

ります。連結計算書類の作成にあたっては、

同決算日現在の計算書類を使用しております。

② 持分法を適用していない関連会社の状況

・主要な会社等の名称 SiliconBrite Technologies Inc.

・持分法を適用しない理由 SiliconBrite Technologies Inc.の当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち順盈投資有限公司及びLDVP MCC Co-Investment Fund, L.P.の

決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在

の計算書類を使用しております。但し、2023年１月１日から連結決算日2023年３

月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。
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(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・その他有価証券

市場価格のない株式等以外

のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法

なお、投資事業組合への出資金は、投資事業

組合財産の持分相当額を投資その他の資産の

「投資有価証券」として計上しております。投

資事業組合への出資金額を「投資有価証券」

に計上し、投資事業組合が獲得した純損益の

持分相当額を「営業外損益」に計上するとと

もに同額を「投資有価証券」に加減し、投資

事業組合からの配当については、「投資有価証

券」を減額させております。

ロ．棚卸資産

・仕掛品 請負工事に係るものは個別法による原価法、

それ以外のものは先入先出法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）

・その他 主として移動平均法又は先入先出法による原

価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

・国内 主として定率法

但し、LSI製造に用いるレチクルは、定額法に

よっております。

・海外 主として定額法

なお、主な耐用年数は建物については３年～

50年、工具、器具及び備品については２年～

20年であります。

― 9 ―

2023年05月21日 19時26分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



ロ．無形固定資産 定額法

但し、技術資産については事業活動における

利用可能期間（３年～７年）による定額法、

ソフトウエア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（主に３年～５年）

に基づく定額法、ソフトウエア（市場販売目

的分）については、販売可能有効期間（主に

３年）に基づく定額法によっております。

ハ．長期前払費用

・量産準備のために特別に支

出した開発費用

販売可能有効期間（３年）に基づく定額法

・その他 均等償却

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上することと

しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会

計年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。

ハ．工事損失引当金 工事契約について、工事原価総額が工事収益

総額を超過する可能性が高く、かつ、その金

額を合理的に見積もることができる場合に、

その超過すると見込まれる額を計上しており

ます。

④ 重要な収益及び費用の計上基準

イ．製品の販売 当社グループの事業は、独自のアナログ・デ

ジタル技術をベースとしたLSIの設計、開発、

生産までトータルソリューションの提供を主

たる業務とする単一の事業セグメントであり

ます。これらの製品の販売については、顧客

への製品の引渡しにより履行義務が充足され

ることから、当該履行義務を充足した時点と

なる着荷時及び検収時等に収益を認識してお

ります。
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ロ．受託開発工事 当社グループは、LSIの設計・開発に係る工事

契約を請け負っております。当該工事契約に

おいて一定の期間にわたり充足される履行義

務については、インプット法により進捗度を

見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期

間にわたり認識しております。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、効果の発現する見積り期間（10年）にわたり、定

額法により償却を行っております。

２．重要な会計上の見積りに関する注記

（非上場株式等の評価）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当社及び米国の連結子会社は、中長期における持続的成長に向けて、最先端の

技術やアイデアを持つ複数の海外スタートアップ企業への投資を行っております。

当該投資は、当連結会計年度の連結貸借対照表において投資有価証券10,905,280

千円及び関係会社株式（持分法非適用会社）400,590千円として計上されておりま

す。

(2) その他会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当社が保有している投資は、市場価格のない株式等として取得原価をもって貸

借対照表価額としておりますが、実質価額が著しく低下したときには、実質価額

の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き評価損を認識いたし

ます。米国の連結子会社が保有している投資は、米国会計基準に基づき、容易に

決定可能な公正価値を持たない投資として、該当する場合には減損損失を控除の

うえ、観察可能な価格の変動を加減した原価をもって貸借対照表価額とする方法

を選択しています。したがって、投資先の経営状況や将来見通しの著しい悪化を

含む定性的要因を考慮して、公正価値が取得原価を下回ることを示唆する状況が

識別された場合には、評価損を認識いたします。

当該投資の評価においては、当該スタートアップ企業に対する投資に係る実質

価額に含まれる超過収益力の算定を行った結果、当社が保有している投資につい

ては実質価額の著しい低下が認められないこと、また、米国の連結子会社が保有

している投資については公正価値が取得原価を下回ることを示唆する状況が認め

られないことから、評価損の認識は不要と判断しております。
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３．表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「工具、器具及び備品」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度よ

り独立掲記いたしました。なお、前連結会計年度の「工具、器具及び備品」は

627,719千円であります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,234,609千円

(2) 損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両

建てで表示しております。損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産のうち、工

事損失引当金に対応する額は仕掛品172,958千円であります。

５．連結損益計算書に関する注記

(1) 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 209,735千円

(2) 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 176,722千円

(3) 関係会社株式売却益

関連会社であるSiTime Corporationの株式を一部売却したことによるものであ

ります。

(4) 固定資産除却損

主に、有形固定資産に含まれるレチクルについて、除却を実施したものであり

ます。

(5) 減損損失の内容

場所 用途 種類 金額

幕張事業所（千葉市） 研究開発用資産 建物及び土地 387,616千円

当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を考慮し

てグルーピングを行っており、処分予定資産及び遊休資産については個別資産ご

とにグルーピングを行っております。
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当社は、品質保証体制を拡充するため新木場に開発解析センターを新設し、

2022年12月に幕張事業所を東京事業所及び開発解析センター（新設）に集約いた

しました。これに伴い幕張事業所は閉鎖となり、事業所として使用していた土

地・建物の売却が決定したため、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は建物

240,364千円、土地116,149千円、その他31,102千円であります。なお、回収可能

価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は処分見込価額から処分

費用見込額を控除して算定しております。

(6) 投資有価証券評価損

当社が保有する投資有価証券の１銘柄について評価の見直しを行ったものであ

ります。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普通株式 21,967,700株 －株 －株 21,967,700株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普通株式 2,797,111株 2,542株 24,900株 2,774,753株

(注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち、2,500株は取締役会決議による自己株式の取得
によるもの、42株は単元未満株式の買取によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少24,900株は自己株式の処分によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決 議 株式の種類
配 当 金
の 総 額
(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

2022年５月13日
取締役会

普通株式 1,725,353 90.00
2022年
３月31日

2022年
６月３日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

決 議
株式の
種 類

配当金
の総額
(千円)

配当の原資
１株当た
り配当額
(円)

基準日
効 力
発生日

2023年５月12日
取締役会

普通株式 1,727,365 利益剰余金 90.00
2023年
３月31日

2023年
６月２日
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品に対する取り組み方針

資金運用については、適切なリスクコントロールを行った上で資金効率を高め

るために、「本業に資金を集中すること」「投機的な資金運用は行わないこと」「商

品内容やリスクの所在が明確に把握できる金融商品に投資すること」「過去の投資

実績、投資効果を十分に評価した上で投資を行うこと」を基本方針としておりま

す。

資金運用の対象としては、元本の安全性及び換金性の高い銀行預金や公社債投

信、並びに信用リスク及び市場リスクが低い債券等をその範囲としており、デリ

バティブなどの投資リスクの高い金融商品は、資金運用の対象とはしておりませ

ん。

当社では、資金運用に係るリスクを最小限に留めるべく、厳格な運用ルール

（運用限度額、運用期間の制限、格付基準など）を定めた社内規程に従い資金運用

を行っております。なお、営業取引に伴う外貨建ての債権債務が一部発生し、こ

れによる為替変動リスクを低減するため、別途、リスク管理の体制や方針を定め

た社内規程に従って、為替予約取引を利用しております。

資金調達については、不測の事態にも対応できる支払準備を確保するとともに、

余裕を持った資金繰りに努めております。具体的には、営業運転資金に充当する

ため、主に金融機関からの借入枠の設定や保有する売掛債権の売却枠の設定を行

い、必要に応じて資金を調達することとしております。なお、当社の事業展開の

進捗や資金需要の状況並びに効率的な資金調達方法等を継続的に考慮して、年度

毎に方針を決定しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

現金及び預金は、主に営業運転資金であり、取引銀行の当座預金等に預入され

ております。取引銀行はいずれも信用度が高く担保権等は設定されていないため、

信用リスク、流動性リスクはほとんどありません。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

なお、当連結会計年度末における営業債権のうち64.7％が特定の大口顧客に対す

るものでありますが、業績、信用状態から鑑みて、信用リスクは極めて低いもの

と考えております。

有価証券は、短期の譲渡性預金及び米国の割引短期国債であり、市場リスク、

信用リスクはほとんどありません。
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投資有価証券は、主に投資目的の株式及び投資事業組合の出資証券であり、そ

の他有価証券に分類されるものであります。これらは、いずれも現在及び将来の

事業提携パートナーとしての投資並びに将来の事業展開のための情報収集を目的

として、企業価値の向上などの相乗効果を狙った投資であります。そのため、当

社又は投資先の事業方針の変更などにより当初計画した効果が得られないリスク

があります。

また、保有する株式のうち上場株式については市場リスクに晒されております。

一方、保有する株式のうち非上場株式については、投資先の業績動向や財務状況

が悪化し実質価額が低下した場合に、減損処理を行う可能性があります。

営業債務である買掛金及び未払金の支払期日は、全て１年以内であります。

借入金は残高がありませんが、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であ

り、長期借入金は主に投資に係る資金調達であります。

なお、営業取引に伴う外貨建ての売掛金、買掛金及び未払金は為替変動リスク

に晒されておりますが、同通貨の売掛金、買掛金及び未払金を相殺した残高に対

し、必要に応じて為替予約取引を利用し、リスクの低減に努めております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク

信用リスクは、取引先や投資先の財務状況の悪化等による不渡り、倒産等の

クレジットイベント（信用事由）に起因して、当社の資産の価値が減少又は消

失し当社が損失を被るリスクであります。

経理部門、財務部門並びに業務部門は、資産の健全性を堅持するために取引

先ごとの期日管理及び残高管理を行い、経理規程、販売管理規程に基づき与信

審査並びに継続的な与信管理、資産管理を行う体制を整備しております。また、

経理規程、会計基準等に従って厳正に資産査定を行い、必要に応じて減損処

理・引当金の計上を行っております。

② 市場リスク

市場リスクは、金利・為替・株式などの相場が変動することにより、金融商

品の時価が変動し、損失を被るリスクであり、金利変動リスク、為替変動リス

ク及び価格変動リスクが、保有する資産又は負債に与えるリスクを総称するも

のであります。

財務部門は、経理規程、資金管理規程に基づき、定期的に時価及び発行体の

財務状況等を把握するとともに事業計画などの情報を入手し、投資方針を継続

的に見直しております。また、金利・外国為替・株価等の市場動向を随時チェ

ックし、資産又は負債の市場リスクの低減に努めております。
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また、営業取引に伴って一部発生する外貨建ての債権債務に係る為替変動リ

スクに対しては、外国為替リスク管理規程に基づき為替変動リスクの管理を行

うとともに、必要に応じて為替予約取引などのデリバティブを利用し為替変動

リスクの低減に努めております。

③ 流動性リスク

流動性リスクは、当社の財務内容の悪化などにより必要な資金が確保できな

くなり、資金繰りに支障をきたす場合や、通常よりも著しく不利な資金調達を

余儀なくされることにより、当社が損失を被るリスクであります。

財務部門は、不測の事態にも対応できる支払準備を確保するとともに、余裕

を持った資金繰りを行うことができるよう常に資金の運用状況を把握し、継続

的な資金計画の作成及び更新により管理を行っております。また、流動性リス

クに対する備えとして、取引銀行に融資枠（当座貸越契約）を設定しておりま

す。なお、当座貸越契約には財務制限条項の規定はありません。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(5) 金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額 (千円)

時価 (千円) 差額 (千円)

投資有価証券

関係会社株式 20,749,046 89,262,267 68,513,221

その他有価証券 3,298,940 3,298,940 －

(注)１．「現金及び預金」「有価証券」「受取手形及び売掛金」「支払手形及び買掛金」「未収入金」「未
払金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す
るものであることから、記載を省略しております。

２．市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。また、持分相当額を
純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載を省略しておりま
す。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は、非上場株式11,117,224千円、組合出資金
198,646千円であります。

金銭債権の連結決算日後の償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 19,265,419 － － －

受取手形及び売掛金 8,645,876 － － －

未収入金 11,960,299 － － －
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(6) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負

債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の

インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定

した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し

た時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位

が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

時価 (千円)

レベル１ レベル２ レベル３

投資有価証券

関係会社株式 － － －

その他有価証券 3,298,940 － －

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

時価 (千円)

レベル１ レベル２ レベル３

投資有価証券

関係会社株式 89,262,267 － －

その他有価証券 － － －

(注) 金融商品の時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明並びに有価証券に関する事項
これらの時価について、上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市
場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
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８．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は次のとおりであります。

金額 (千円)

一時点で移転される財及びサービス 64,886,773

一定の期間にわたり移転される財及びサービス 5,835,883

顧客との契約から生じる収益 70,722,656

その他の収益 －

外部顧客への売上高 70,722,656

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計

算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (4) 会計方針に関す

る事項 ④ 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度
期首残高(千円)

当連結会計年度
期末残高(千円)

顧客との契約から生じた債権 6,804,381 8,645,876

契約資産 1,146,307 1,707,599

契約負債 69,560 164,306

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首時点の契約負債残高に含ま

れていた額は、27,679千円であります。

契約資産は、顧客との工事契約について、一定期間にわたり充足した履行義

務に対する当社の権利であり、対価に対する当社の権利が無条件になった時点

で顧客との契約から生じた債権に振り替えております。

契約負債は、顧客との工事契約について、契約に基づき顧客から受け取った

前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されま

す。

なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識し

た収益の額に重要性はありません。
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② 残存履行義務に配分した取引価格

当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法

を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約については注記の対象

に含めておりません。

未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末現在で

3,096,369千円であります。当該履行義務はLSIの設計・開発に係る工事契約に

関するものであり、期末日後１年以内に98.7％、その後１年以内に1.3％が収益

として認識されると見込んでおります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 3,883円46銭

(2) １株当たり当期純利益 369円40銭

10．その他の注記

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外の

もの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合への出資金は、投資事業

組合財産の持分相当額を投資その他の資産の

「投資有価証券」として計上しております。投

資事業組合への出資金額を「投資有価証券」

に計上し、投資事業組合が獲得した純損益の

持分相当額を「営業外損益」に計上するとと

もに同額を「投資有価証券」に加減し、投資

事業組合からの配当については、「投資有価証

券」を減額させております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 製品・原材料 主として移動平均法又は先入先出法による原

価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）

② 仕掛品 請負工事に係るものは個別法による原価法、

それ以外のものは先入先出法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 主として定率法

但し、LSI製造に用いるレチクルは、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は建物については３年～

50年、工具、器具及び備品については２年～

20年であります。
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② 無形固定資産 定額法

但し、ソフトウエア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（主に３年～

５年）に基づく定額法、ソフトウエア（市場

販売目的分）については、販売可能有効期間

（主に３年）に基づく定額法によっておりま

す。

③ 長期前払費用

・量産準備のために特別に支出

した開発費用

販売可能有効期間（３年）に基づく定額法

・その他 均等償却

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年

度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

③ 工事損失引当金 工事契約について、工事原価総額が工事収益

総額を超過する可能性が高く、かつ、その金

額を合理的に見積もることができる場合に、

その超過すると見込まれる額を計上しており

ます。

(5) 収益及び費用の計上基準

イ．製品の販売 当社の事業は、独自のアナログ・デジタル技

術をベースとしたLSIの設計、開発、生産まで

トータルソリューションの提供を主たる業務

とする単一の事業セグメントであります。こ

れらの製品の販売については、顧客への製品

の引渡しにより履行義務が充足されることか

ら、当該履行義務を充足した時点となる着荷

時及び検収時等に収益を認識しております。
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ロ．受託開発工事 当社は、LSIの設計・開発に係る工事契約を請

け負っております。当該工事契約において一

定の期間にわたり充足される履行義務につい

ては、インプット法により進捗度を見積り、

当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわた

り認識しております。

２．重要な会計上の見積りに関する注記

（非上場株式等の評価）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

当社は、中長期における持続的成長に向けて、最先端の技術やアイデアを持つ

複数の海外スタートアップ企業への投資を行っております。当該投資は、当事業

年度の貸借対照表において投資有価証券9,558,276千円として計上されておりま

す。

(2) その他会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

詳細については、「連結注記表 ２．重要な会計上の見積りに関する注記 （非

上場株式等の評価）」に記載のとおりであります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,222,205千円

(2) 損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両

建てで表示しております。損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産のうち、工

事損失引当金に対応する額は仕掛品172,958千円であります。

(3) 関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 1,104千円

(4) 関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 1,026千円
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４．損益計算書に関する注記

(1) 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 209,735千円

(2) 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 176,722千円

(3) 関係会社との取引高

営業取引による取引高 481,633千円

(4) 債権回収益

当社の清算済み米国子会社から譲り受けた債権において、その回収額が帳簿価

額を超過したものであります。

(5) 関係会社株式売却益

関連会社であるSiTime Corporationの株式を一部売却したことによるものであ

ります。

(6) 固定資産除却損

主に、有形固定資産に含まれるレチクルについて、除却を実施したものであり

ます。

(7) 投資有価証券評価損

当社が保有する投資有価証券の１銘柄について評価の見直しを行ったものであ

ります。

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式 2,797,111株 2,542株 24,900株 2,774,753株

(注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち、2,500株は取締役会決議による自己株式の取得
によるもの、42株は単元未満株式の買取によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少24,900株は自己株式の処分によるものであります。
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 23,321千円

賞与引当金 224,234千円

工事損失引当金 64,414千円

未払事業税 101,723千円

未払法定福利費 29,923千円

棚卸資産評価損 30,086千円

固定資産除却損 99,985千円

ソフトウエア等償却超過額 255,966千円

長期前払費用償却超過額 245,694千円

投資有価証券評価損 9,396千円

その他の投資評価損 62,724千円

その他有価証券評価差額金 223,212千円

その他 147,327千円

繰延税金資産小計 1,518,010千円

評価性引当額 △435,697千円

繰延税金資産合計 1,082,313千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △12,222千円

繰延税金負債合計 △12,222千円

繰延税金資産の純額 1,070,091千円

― 24 ―

2023年05月21日 19時26分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 関連当事者との取引

該当事項はありません。

(2) 重要な関連会社に関する注記

当事業年度において重要な関連会社はSiTime Corporationであり、その要約財

務諸表は以下のとおりであります。

当事業年度(千円)

流動資産合計 88,785,191

固定資産合計 10,821,552

流動負債合計 4,484,464

固定負債合計 1,106,983

純資産合計 94,015,296

売上高 37,634,384

税引前当期純利益 3,096,687

当期純利益 3,085,806

８．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表

８．収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 3,122円42銭

(2) １株当たり当期純利益 370円58銭

10．その他の注記

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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